









(lnternationalAccountingStandardsCommittee;IASC)の収益認識 プロセス を取 り上げ,と り
わけ近年極めて特徴的な展開をみせている工事契約収益の認識基準について,そ の特質究明を行 う
ものである。
以下,考 察の順序 にしたがい,本 稿で明 らかになった内容について要約する。
まず,本 稿では,工 事契約取引の特性について明示 した。 ここで明 らかにした特性は以下の三点
である。第一に,工 事契約取引は,特 別な工事契約交渉を前提 とした受注生産 を基本 としているこ
とである。第二に,工 事契約取引は,プ ロジェク ト単位の取引を基本 としていることである。第三
に,工 事契約取引の大部分は,工 事契約期間の長期性 という性格 をもつということである。
次に,本 稿では,】ASCの工事契約収益認識基準の改訂経緯を示す ことによって工事進行基準へ
の一元化を明示 し,そ して,そ の改訂指針の一つ となった 「財務諸表の作成表示に関する枠組み」
を取 り上げて,IASCの認識構造 につい て検討 を行 ってい る。 ここで,明 らかに されるの は,
IASCの概念的枠組み レベルでの認識構造は,各 構成要素の定義への合致 と 「将来の経済的便益の
可能性」お よび 「測定の信頼性」 という認識規準の充足を基本要件 としている ということである。
定義と認識規準 とは明確に区別されそれぞれに概念的意義付けが行われ,ま た,相 互に結び付けら
れることによって一連の認識 プロセスを構成 している。
最後に,本 稿では,工 事進行基準への一元化(工 事完成基準の排除)と その認識 プロセスを包括
する基礎概念 との関係 について検討 を行っている。ここでの検討結果としては,IASCの工事進行




行基準への一元化 を図 り一つの統一化の方向性 を明確 にしたことについては評価できる。ただし,











企業の財政状態 を伝達するにして も経営成績を伝達するに しても,財務諸表を通 じて利害関係者
に提供 される会計情報は,通 常,特 定の認識プロセスを経て作成 される。 また,何 らかの経済的取
引ないし事象が生 じているとしても,特 定の認識プロセスにおいて認識 しえない取引ない し事象に
ついては,原 則的に,会計情報 として利害関係者に伝達 されない。つまり,企業会計が,企 業の財
政状態および経営成績に関する情報を提供するという場合には,そ の会計情報は,す でに認識 とい
う会計特有のプロセスを経て作成 されているのであ り,したがって,こ うした認識 プロセスの構造




益認識 プロセスを取 り上げ,と りわけ近年極めて特徴的な展開をみせている工事契約収益の認識基
準について,そ の特質究明を行 うものである。
ところで,我 国をはじめとする主要諸国の企業会計においては,収 益認識プロセスの基軸 をなす
概念 として,「実現(realization)」ない し実現主義の存在 を指摘することができる。会計認識 にお
ける 「実現」の問題は,特 に収益ないし利益の認識基準 と関わって'),古くから企業会計 における




もっとも,ヘ ン ドリクセ ン(E.S.HendrikSen)が指摘するように,会 計上の 「実現」をめ ぐっ
ては極めて多様 な概念が存在 しているのが事実であって,今 日に至ってもなお,そ の理論的解釈お
よび制度的意義については様々な問題が存在するといってよい3}。近年において活発 に議論が展開
されている新金融商品取引か ら生ずる損益の認識や,土 地および市場性ある有価証券における含み
損益の認識 といった問題 についてみても,こ れらの認識プロセスを包括す る基礎概念をめ ぐる問題
と切 り離 して考えることはできないのである4)。
.そ こで本稿では,工 事契約収益の認識基準そのものの特質究明に加え,そ の認識基準を包括する
基礎概念との関係 についても検討 を行ってみたいと考える。 しかし,こ こでの考察対象はあ くまで





我国の企業会計原則 ・第二 ・損益計算書原則1Aで は,「すべての費用及び利益 は,そ の支出及
び収入に基づいて計よ し,その発生 した期間に正 しく割当てられるように処理 しなければならない。
ただし,未実現収益 は,原 則 として,当 期の損益計算に計上 してはならない。」 と規定 され,会 計
認識プロセスにおける包括的な認識原則 としての発生主義 と収益に限定された認識原則 としての実
現主義が明示 されている。
また,企 業会計原則 ・第二 ・損益計算書原則3Bで は,「売上高は,実 現主義の原則に従い,商
品等の販売又 は役務の給付によって実現 した ものに限る。ただ し,長期の未完成請負工事等につい
ては,合 理的に収益 を見積 り,これを当期の損益計算に計上することができる。」 として実現主義
にもとつ く売上収益の計上を規定 し,企業会計原則 ・注解7で は,長 期請負工事契約収益の具体的
な認識 基準 として工事完成基準 と工事進行基準の選択適用 を認めている。
我国の企業会計原則にみ られるように,基礎概念 としての 「実現」の問題および以下に示す よう
.な会計処理の具体的適用形態の問題 を別 にすれば,国 際的にも,工事契約収益の認識に際 しては,
その処理基準 として工事完成基準 と工事進行基準の選択適用 が一般的に認められて きたといえる。
例 えば,ア メリカにおいては,工 事完成までの工事原価 と完成度合いの見積 りが信頼性 をもって行
えるのか否かによって選択 しうる処理は異なるが,工 事原価 と完成度合の見積 りが信頼性をもって
行 える場合には工事進行基準の適用を,見 積 りが信頼性 をもって行えない場合 には工事完成基準の
適用 を望ましい処理 として規定 している5)。
ところで,工事契約収益の認識 に際 して,こ うした但 し書をもつ処理が規定 されているのは,会
計処理の対象 となる工事契約取引その ものの特殊性によるところが大 きい。すなわち,工 事契約収
益は,基 本的には,売 上収益 を構成する棚卸資産会計の一部 と考 えられるが,工 事契約取引は市場
見込生産を行 う経済的取引とい くつかの重要な点 において相違 し,それ らの相違によって通常の棚
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卸資産に対する会計処理では合理的に解決できない特殊な問題領域 をゆうしているのである6)。
まず,工 事契約取引の第一の特性は,特 別 な工事契約交渉を前提 とした受注生産を基本 としてい
ることである。
一般に,企業の生産形態は,大 別 して,市 場見込生産と受注生産 とに分けられる。市場見込生産
とは,市 場における生産物の需給関係 を前提 とした生産形態であ り,そ こでの販売は必ず しも保証
されないものである。 また,あ る程度の販売数量および販売価格を予測 して生産 したとして も,そ
れはあ くまで不確定なものであって,そ の数量および価格についても確実 な販売保証は付 されない。
したがって,市 場見込生産では,生 産物の最終的な販売の成否は,販 売活動の成否 と密接 にか係わ
って,そ こには需要 と供給のか らみ合いに係 わる諸々の大 きな販売 リスクが存在 しているとい うこ
とがで きる7}。
一方,受注生産 とは,生 産活動開始以前での契約交渉を前提 とした生産形態であ り,そ こでは生
産,価 格等に関する契約を含めて極めて確実性の高い販売が保証 されている。 したがって,受 注生
産では,生 産 を開始する前段階ですでに販売が保証 されてお り,市場見込生産のような生産物の需
給関係に係わる市場の不確実性ない しリスクはほとんど存在 していないということになる。
もっとも,受注生産が市場 リスクを高い程度に回避 しうるものだとしても,工事契約取引におい
ては,そ の生産物の引渡によって施工者がどれだけの利益 を獲得で きるのか,と いう点 についてま
でも確実な保証が付 されたものではない。つ まり,それは後に述べ る確定価格契約に基づ く工事か,
原価加算契約に基づ く工事かという工事契約の形態と係わってくるのである。
次に,工事契約取引の第二の特性は,設 計,技 術,機 能,目 的および用途について相互関連的あ
るいは相互依存的な資産をひとつのプロジェクトとしてとらえ,基 本的に,そ のプロジェク トを一
つの取引単位 として取 り扱 うことである。
工事契約会計の具体的な適用対象の事例 としては,大 型船舶や航空機の建造,高 速道路,ダ ムお
よび トンネルの ような土木工事,製 錬所や発電所等の(建 設用地の整備等 を含んだ)建 物の建設工
事が掲げられる。これらの工事は大規模な請負工事が中心をな してお り,基本的には,個 々のプロ
ジェク トを単位 とする単発的な性格 をもつといえる8)。
こうしたプロジェク ト単位の取引を,期 間損益の認識 という会計プロセスの問題 として考 えるな
らば,損 益認識 を単純な期間単位の計算 として行うのか(つ まり工事の進行度に応 じた期間計算 を
重視 して損益 を認識するのか),あるいはプロジェク ト単位の計算 として損益認識 を行 うのか(つ
まりプロジェク トの完了を重視 して損益 を認識するのか)と いった問題 を生ずることになる。 しか
も,プ ロジェク トの完了を重視 して損益認識を行う場合には,ど の時点でプロジェクトの完了 と考
えるのかが問題 となろう。
もっとも,期 間単位の認識が理論的合理性をもつのかプロジェク ト単位の認識が合理性 をもつの





ない し慣行がある場合 には,建 物全ての引渡時点をもってプロジェク トの完了 とする
②単一の契約により多数の建設工事 を請け負 う場合で,ひ とつひとつの完成 した建設物の引渡が
特約ないし慣行とされている場合には,個 々の建設物の引渡時点をもって(引 渡量に応 じて)プ ロ
ジェク トの完了とみなす
③ ひとつの建設工事 を請け負 う場合で,建 設工事の一部分の引渡が特約ないし慣行 とされている
場合には,そ の一部分の引渡時点をもって(引 渡量に応 じて)プ ロジェクトの完了とみなす
こうした契約ないし慣行については,そ の他 にも様々な内容が考えられるが,上 記①については
契約に従ったプロジェク ト全体の完了をもって損益の認識時点 とすること,上記② と③については
プロジェク トの部分的な完了 をもって損益 の認識時点 とすることが可能 となってくる11}。もっとも,
ここでいう損益認識時点の決定は,あ くまでプロジェク ト単位の取引 という工事契約取引の特性か
らみたものであ り,工事の進行度に応 じた期間単位での損益認識とは区別された考え方であること
を強調 しておきたい。
そ して,工 事契約取引の第三の特性は,そ の大部分の工事契約が工事契約期間の長期性 という性
格 をもつこと,す なわち工事契約活動の開始期 日と終了期 日が異なる会計期間に属するといった性
格 をもつ ということである。
しか し,この特性は,大 部分の工事契約が長期的性格 をもつとい う事実であって,こ の特性をも
って工事契約取引であるのか否かを本質的に決定することはできない。つまり,上述 した二つの特
性が,工 事契約取引の本質的特性であるのに対 して,工 事契約期間の長期性という特性は二義的な
特性で,た とえ一会計期間内に完了する契約であったとしても工事契約会計の対象となる工事契約
取引ということができる。
もっとも,こ うした契約履行期間の性格 は,期 間損益の認識においては極めて重要な特性 といえ,
工事の進行度 に応 じた期間計算 として損益 を認識するという会計期 間単位での損益認識問題 と係わ
って くるのである。
以上,工 事契約取引の特性について三点指摘 したわけであるが,最 新のIAS11号では,工 事契約
について次の ように定義 している。すなわち,「工豊麗1と は,単 一の資産あるいは設計,技 術 と
機能 もしくは最終目的または用途が密接 に相互関連ないし相互依存 している複数の資産の結合体の
建設工事のために特別 に交渉 される契約である。」12)と。
それでは,こ れらの特性 をもつ工事契約取引の収益認識 をIASCはいかに規定 しているのか,次
章で近年におけるIASCの動向について概観 したいと思う。
皿 工事契約収益認識基準の動向
近年における企業活動および資金調達活動の国際化 を背景に,益 々その存在意義 を大 きなもの と
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している機関としてIASCがある。IASCは,財務諸表の作成提示に関 して準拠 されるべ き会計基
準の設定 とその承認 ・遵守の促進 を主な目的として活動 を行 って きた。そ して,1980年代 末に至
りIASCは財務諸表の比較可能性を重視 したIASの大幅な改訂を行 ったのである。
周知の とお り,IASCが工事契約 の会計処理 に関す る会計基準 と して1979年3月に公表 した
IAS11号「工事契約の会計」'3)は,1980年代末 には じまるIASの改訂作業の対象 とされ,E32号
「財務諸表の比較可能性」14)(1989年1月公表),趣旨書 「財務諸表の比較可能性」15)(1990年7月
公表)お よびE42号「工事契約(案)」'6)(1992年5月公表)で の改訂 を経て,1992年12月に改訂
版IAS11号「工事契約」 として公表されている。
IAS11号の改訂は,E32号で改訂対象となったIAS全13項目のひとつ として取 り扱われているに
すぎないが,前 述 した我国の会計原則およびアメリカの会計基準 と大 きく規定内容 を異ならせ る結
果となっている。
ここで,IASI1号での改訂の焦点 となった工事契約収益の認識 に関する部分について,規 定内容
の改訂経緯を示せ ば次頁のようになる。
工事契約収益の会計処理を規定するLA.S11号は,近 年,工 事進行基準への一元化 を中心 とす る次
頁の ような改訂が行われたわけであるが,こ のIASの改訂では,① 世界的な会計実務お よび各国の
会計基準,法 律 および一般 に認められた会計原則の趨勢,②1989年7月に公表 された 「財務諸表
の作成表示 に関する枠組み」17)(以下,「枠組み」)への準拠,③ 規制監督者お よびその代表団体等
の見解,④ 同一のIAS内での首尾一貫性および他のIASとの首尾一貫性の4項 目がその改訂指針
として考慮されている18)。
これらの項 目が,各IASの改訂に際 して,実 際にどれほどの影響 を与えたのか といった点につい
ては必ず しも明確 な記述はない。 しか し,「枠組み」 については,少 なくとも,改 訂版IASI1号の
規定を理論的に考察する際の重要な資料 としての意義は有 していると考えられる。そこで,次 章で
は,こ れ らの改訂 とあわせて公表されたIASCにおける 「枠組み」 を検討することにより,IASの
理論構築 レベルからみた工事契約収益の認識構造について明らかにしてみたいと思 う。
IV工 事契約収益の認識構造
「枠組み」では,財 務諸表の目的を次のように規定 している。「財務諸表の目的は,広 範 な利用
者が経済的意思決定を行 うにあた り,企業の財政状態,経 営成績および財政状態の変動に関す る有
用 な情報 を提供することにある。」19)このことは,IASCが,財務諸表利用者の意思決定 に有用 な
会計基準の設定 を目的 とし,情報開示主義 を基本理念 としていることを示唆する20)。
また,情 報開示主義を基本理念 とするIASCの会計認識について,「枠組み」は,「認識 とは,構
成要素の定義を満た しかつ第83項で述べ る認識規準(thecriteriaforrecognition)を満 たすある
項目を,貸借対照表あるいは損益計算書に組み込むプロセスをいう」21}として,IASCにおける認
識(recognition)を特定の会計 プロセスとして明示 し,① 「枠組み」 に掲げられた構成要素の定
一90一
IASCにおける工事契約収益認識基準の改訂経緯
IASI1号 E32号 趣旨書 改訂版IAS11号
工事契約を財務諸表で取 工事契約の最終的な結果 「規定処理」 工事契約の結果が信頼性をもって
り扱 う場合 には,工 事進 行 が第43項で定 める ように信 収益および純利益は,工 見 積 も るこ とが で きる場 合 には,工
基準または工事完成基準の 頼 性 を もって見積 もるこ と 事進行基準を採用して認識 事契約に関連 した契約収益と契約費
いずれかが適用されなけれ がで きる場合 に は,工 事 進 されなければ ならない。 用は,貸借対照表日現在の契約活動
ば な ら な い。(par.42) 行基準を採用しなければな 工事進行基準には以下の の進行 度 に応 じて,収 益 お よび費 用
らない。工事 契約 の最終 的 条件が必要で ある。 と して各 々認識 されな けれ ばな らな
な結果が信頼性をもって見 (a)工事契 約の最 終的 な結 果 い。工 事契 約 につ いて予 想 され る損
積 もる ことがで きる ように を信頼 性 を もって見 積 もる 失 は,第36項 に従 って直 ちに費用 と
なるまで は,収 益 は回収 可 ことがで きる場合 に は,収 して認識 され なければな らない。
能な発生した原価の範囲ま 益は各会計期間末における (par.22)
で認識 しなければならな 工事の進行度によって認識 確定価額契約の場合,工事契約の
い 。(改 訂par.42) しなけれ ばな らない。 この 結果は以下の条件がすべて満たされ
(par.54) ような信頼性が得られる前 た場 合 に信 頼性 を もって見積 もる こ
に満 た さなけれ ばな らない とがで きる。
工事進行基準は,当該契 確定価額契約の場合,こ 条件については現行の国際 (a)工事契約の収益総額が信頼性をも
約の最終的な結果を信頼性 の信頼性は以下の条件がす 会計基準第11号の第43項 って測定で きるこ と
を もって見積 もる ことがで べ て満 た され た場 合 にのみ に定 められている。 (b)工事契約に関連する経済的便益が
きる場合 に限 り採 用す るこ 保証 され る。 (b)工事契約 の最終的 な結果 企業に流入するであろう可能性があ
とがで きる。 (a)受け取 るべ き工事 契約の を信 頼性 を もって見積 もる る こと
確定価額契約の場合,こ 収益総額を信頼性をもって こ とがで きない 場 合 には, (c)工事契約 の完 了 までの契 約原 価 お
の信頼性は以下の条件がす 見積 もる ことがで きるこ と 収益は発生した原価の回収 よび貸借対照表日現在に完了した工
べて満たされた場合にのみ (b)工事契 約の完了 までの原 可能な範囲まで認識しなけ 事契約の進行度の両者を信頼性をも
保証 され る。 価および決算日までに実施 れ ばな らない。 って測定 できる こと
(a)受け取るべ き工事 契約 の された工事契約の進行度の (c)工事契約 の最終 的 な結果 (d)実際 に発 生 した契 約原 価 と従 来 の
収益総額を信頼性をもって 両者を信頼性をもって見積 と既に発生した原価の回収 見積 りが比較 で きるよ うに,当 該工
見 積 もることがで きるこ と もるこ とがで きるこ と 可能性を信頼性をもって見 事契約に負担させるべき契約原価が
(b)工事 契約の完 了まで の原 (c)実際 と従来の見積 りが比 積 もるこ とが で きない場合 明確 に識別 で きること(paL23)
価および決算日までに実施 較 で きる ように,当 該工事 には,収 益 は認 識 され るべ 原価加算契約の場合,工事契約の
された工事契約の進行度の 契約に負担させるべき原価 きではない。 結果は以下の条件がすべて満たされ
両者を信頼性をもって見積 が明確 に識別で きるこ と た場合 に信頼 性 をもっ て見積 もる こ
もることがで きるこ と 原価加算契約の場合,こ とが で きる。
(c)実際 と従来 の見積 りが比 の信頼性は以下の2つの条 (a)工事契約に関連する経済的便益が
較で きるよう に,当 該工 事 件が満たされた場合にのみ 企業に流入するであろう可能性があ
契約に負担させるべき原価 保証 され る。 るこ と
が明確 に識別で きるこ と (a)当該工 事契約 に負担 させ (b)当該 工事契 約 に負 担 させ るべ き原
原価加算契約の場合,こ るべき原価が明確に識別で 価 が,個 別 に補 償 され るか否 か に関
の信頼性は以下の2つの条 きる こと わ らず,明 確 に識別 で きかつ 信頼 性
件が満たされた場合にのみ (b)工事 契約の も とで 明確 に を もって測定で きるこ と(paL24)
保証 される。 請求しうる原価以外の原価 工事契約の結果が信頼性をもって
(a)当該工事契 約 に負担 させ を信頼 性 を もって見積 もる 測 定で きない場合 には,
るべき原価が明確に識別で こ とが で き る こ と(改 訂 (a)収益 は確 か に発 生 した契 約原価 の
きるこ と paL43)(PaL54) 回収可能な範囲までだけ認識し
(b)工事契約の もとで 明確 に (b)工事契約原価は発生した期間に費
請求しうる原価以外の原価 用 として認識 されなければ ならない。
を信 頼性 を もって見積 もる 工事契約について予想される損失





なった場 合 には,工 事 契約 に関 連 す
る収 益 と費 用 は第32項に従 う よ りも
第22項に したが って認識 され な けれ
ば な ら な い。(par.35)
(注1)IAS11号の改訂過程 ではE41号が公表 されているが,改 訂版IASI1号と規定 内容 がほぼ同 じで あるので省略 してい る。
(注2)「規定処理(requiredtreatment)」とは,類 似す る取引 お よび事象の処 理に際 して,代 替的会計 処理の選択 を排 除 した結
果,IASC理事会 によって唯一認め られ た会計 処理であ る。
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義への合致と,② 認識規準の充足の二点 を会計認識の基本要件 としている。すなわち,IASCの認
識プロセスは,構 成要素の定義 と認識規準を明確に分離 し,各 々について明確な概念的意義付けを
行 う一方で,そ の両者 を結び付けることによって,一連 の認識プロセスを構成するのである。
そこで,本 章では,IASCの「枠組み」 における定義 と認識規準 を個々に明 らかにし,定 義 と認
識規準 との関係および改訂版IAS11号の規定との関連性 に注意 して,工事契約収益の認識構造 を考
察 してみたい。
まず,本 稿の テーマ に限定 して,第 一 の認識 要件 であ る構成 要素の定義 をみ れば,収 益
(income)は次の ように定義 されている。「収益 とは,当 該会計期 間中の資産の流入 もしくは増価
または負債の減少の形をとる経済的便益の増加であ り,持分参加者からの拠出に関連するもの以外
の持分の増加をもたらす ものをいう。」22}
この定義か ら明 らかなように,IASCの収益 は,資 産あるいは負債の定義に係 わる経済的便益 の
増減と結び付 けられて定義 される点に特徴がある。こうした定義の方法 は,特 に収益性 に関する情
報 を重視 して,損 益計算書による経営成績を,「将来支配するであろう経済的資源の変動可能性 の
評価 をするために必要である」 とした 「枠組み」第17項の記述 とも関連 をもつ。
もっとも,会計認識 プロセスにおいて,認 識 プロセスの一部に含 まれる構成要素の定義は,本 来,
構成要素の本質的な特徴を明らかにするものであって,そ れらが財務諸表上 に認識 される前に満 た
さなければな らない規準を明示 しているものではない23)。つ まり,IASCの認識プロセスを実質的
に規定するのは,構 成要素の定義 よりもむ しろ 「枠組み」第83項における認識規準 にあるといえ
る。
そこで,改 訂版IASl1号では,「工事契約収益は,(a)契約において当初に合意 した収益額,(b)契
約内容の変更,ク レームおよび報償金の うち,(i)結 果的に収益 となるであろう可能性がかな り
大 きく,(ii)それらが信頼性をもって測定で きるもの」24)という記述をもって,「枠組み」で抽象
的に表現 された収益の定義をそのままのかたちで改訂版IAS11号に取 り込むことをせず,最 終的に
は 「枠組み」第83項における認識規準 に帰着す る構造をとるのである。
次に,第 二の認識要件となる 「枠組み」第83項での認識規準であるが,「枠組み」第83項では,
財務諸表の構成要素は以下の二つの規準 を満たす場合 に認識 されなければならないとしている。す
なわち,「(a)当該項 目に関連する将来の経済的便益が,企 業に流入するかあるいは企業か ら流出す
る可能性があること,そ して,(b)当該項目が信頼性 をもって測定することができる原価あるいは
価値をもつこと」である。
詳述す れ ば,「枠 組み」 におい て,認 識 規準の(a)は,将来 の経 済的便益 の蓋 然性(The
ProbabilityofFutureEconomicBenefit)と呼 ばれ,将 来の経済的便益 が企業 に流入 ない し流 出
する確実性 の程度に言及す る認識規準25)として用い られる。一方,認 識規準の(b)は,測定の信頼
性(ReliabilityofMearsurement)と呼ばれ,原 価 または価値 がどれほどの信頼性 をもって測定
可能であるのか,換 言すれば,財 務諸表 に認識するだけの合理的見積数値 をうることができるのか
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否かに言及する認識規準26)として用いられる。
上に示した二つの認識規準 は,基 本的に全ての財務諸表構成要素の認識に係 わるものであるが,
収益の認識に限定 した場合においても,将来の経済的便益の蓋然性 と測定の信頼性が認識 プロセス
の基底 にあることにはかわ りがない。つまり,「収益は,資 産の増加 あるいは負債の減少 に関連す
る将来の経済的便益が生 じ,そ れを信頼性をもって測定することができる場合に損益計算書に認識
される」27)のである。
もっとも,こ の認識規準 は,理 論的枠組みレベルでの認識規準 として掲げられたものであって,
個 々の具体的な構成要素の認識規準 として,ど の程度の蓋然性(確 実性の程度)を 予定 し,どの程
度の測定の信頼性 を予定 しているのかについては必ず しも明確ではな く,全ての取引ない し事象の
認識について同一程度に適用されうるとも考えられない。 このことは,二 つの認識規準 を工事契約
収益の認識規準 として具体化する場合にもあてはまることであ り,改訂版IAS11号の工事契約収益
の認識 についてみれば,次 の点に特徴がみられるのである。
第一に,経 済的便益の確実性 に言及する蓋然性規準についてであるが,工 事契約取引は,企 業活
動 を取 り巻 く不確実な経済環境 を前提 としても,工事契約 に裏付けされた(経 済的便益の流入事実







第二に,測 定の信頼性規準 についてであるが,測 定の信頼性は,改 訂版IAS11号の規定 において,
その会計処理方法を決定付ける極めて重要な認識規準 としての意味をもっている。IASCの工事収
益 認識基準 では,従 来か ら確 定価格契約(fiXedpricecontract)と原価加算契 約(costplus
contract)とに分けられ,そ れぞれの信頼性要件に基づいて工事契約収益が認識 されてきた。ここ
で信頼性要件をこの二つの工事契約形態に区別するのは,単 に,工 事契約形態の典型例 として明示
しているとい うだけではな く,工事損益の認識に係わる信頼性ある測定の必要性を詳細 なかたちで
示唆するためであると考えられるのである。
ここでIASCが区別 を求めている確定価格契約 とは固定契約価格あるいは単位 出来高当た りの固
定率で請け負 う工事契約をいい加,契約工事価額とある請負工事 について発生 した原価 との差額が
損益 として認識 される。この確定価格契約の もとでは,総 工事契約収益の額は一定であるため,施
工者の獲得で きる利益額は自己の原価低減の努力によって大 きくなる反面で,高 額の原価の発生な
いし失敗による損失の発生 も自己の責任 に帰する可能性がかなり高 くなることになる。そうしたこ
とか ら,確定価格契約の もとでは,収 益総額,工 事契約の完了にいたる原価と工事契約進行度,実
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際発生原価 と見積原価の明確な識別 とい う三つの測定の信頼性要件 を掲げることとなっている。
一方,原価加算契約 とは一定の原価 にその原価に対する一定率 または固定の報酬 を加 えたものが
支払 われる工事契約 をいい四),ある請負工事 について発生 した原価に対する定額あるいは定率のマ
ージンが損益 として認識 される。この原価加算契約の もとでは,自 己の原価低減の努力によるに応
じた利益 は見込めないが,あ る程度安定 した利益額が見込 まれることになる。 したがって,一 定契
約額 を越 えた損失ないし超過原価分は自己で負担するという危険性は存在 しているが,確 定価格契
約に比べ て損失負担の危険は少ないということができる。 こうしたことか ら,原価加算契約の もと
では,当 該工事契約に負担 させるべ き原価のみの測定の信頼性要件を掲げるにとどまるといえる。
さらに,E12号を解説 した川口順一教授 によれば,こ れらの契約形態の相違は,総額対比 による
損益の表示が適切か純額表示による損益の表示が適切かといった問題 も含 まれた区別であるとし,
また,赤 字工事 に対する会計処理への配慮にあるといわれる30)。つまり,確定価格契約 は高額な原
価の発生および損失リスクの発生 を含むため,損 失が見込まれる工事については工事損失引当金 を
設定する必要が生 じ,原価加算契約では異常な事態を除けば赤字工事は生 じず,工 事損失引当金は
通常必要ではないということである31}。
もっとも,従来のIAS11号では予見 される損失について引当金の設定が求め られていたが32),改
訂版IAS11号では直 ちに費用 として処理す ることが求められている33)。ただ,IAS11号と改訂版
IAS11号とで赤字工事 に対す る会計処理は異 なっていても,損 失 リスクの発生の可能性に係 わる考
え方はかわらない。原価加算契約よりも確定価格契約の方が赤字工事による損失発生可能性が高い
のである。
これまでみてきたように,「枠組み」 で認識規準 として明示 された将来の経済的便益の蓋然性 と
測定の信頼性は,改 訂版IAS11号においては信頼性規準のなかに蓋然性規準が包括 されるかたちで
基準化 されている。そ して,確 定価格契約と原価加算契約で異 なる信頼性要件に基づいて,信頼性
ある工事結果の見積 りが可能な場合 には工事進行基準がそのまま採用 され,信頼性ある見積 りが不
可能な場合 には発生土事原価あ向収有能額 を限度として工事契約収益が認識されることになる。
どちらに しても貸借対照表 日現在で工事契約収益を認識することではかわらないが,両 者の違い
は工事契約取引による利益を認識するのか否か,つ まり,信頼性ある工事結果の見積 りが可能な場
合には工事収益 を利益(処 分可能)と して認識 し,見積 りが不可能な場合には決 して利益(処 分可
能)と して認識 してはならないとい う点 にある。
V工 事進行基準と実現主義
これまでは,特 に,改訂版IAS11号における工事契約収益認識基準の規定内容そのものを対象 と
して考察 を行ってきた。本章では,こ れまでの考察 をふまえて,改 訂版IAS11号の最大の特徴 とも
いえる工事進行基準一元化に焦点 をあて,その基礎概念 との関係 について検討を加 えたいと考 える。
なぜなら工事契約収益 の認識基準については,従 来から収益認識の基礎概念たる実現主義 との関係
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で問題が指摘 されてきたからである。
前述 したように,工 事契約取引は,特 別な工事契約交渉を前提 としたプロジェク ト単位 を基本 と
した取引であ り,その大部分が工事契約期間の長期性(工 事契約活動の開始期 日と終了期 日とが異
なる会計期間に属する)と いった特性 をもった取引 といえる。そ して,従 来のIAS11号においては,
工事契約収益の認識基準 として,工 事完成基準 と工事進行基準が認め られて きた。
前者 についてみれば,プ ロジェク ト単位の認識処理 として,後 者については,会 計期間単位の処
理 として考 えることがで きる。 もっとも,工事契約期 間が一会計期間に含 まれる場合,あ るいは,
毎期同等規模の工事が完成するように工事契約取引が行われているような場合には,工事完成基準
を採用 して も工事進行基準を採用 しても,工事契約収益の認識は同一の結果 とな り,損益計算書上
での会計処理の合理性は問題 とはならない。つまり,工事完成基準 を採用 しても工事進行基準を採
用 して も,計数的に認識 される収益は同じにな り,工事契約の内容 を補足的に開示 しないかぎり,
損益計算書の計算内容は相違 しないことになる。
したがって,工 事契約収益の認識 に際 してどちらの会計処理が合理性をもつのかが大きな問題に
なるのは,工 事契約期間の長期性つ まり工事契約期間と会計期間の間に不一致が生ずる場合といえ,
また,工 事契約期間が長 くなればなるほど,工事完成基準による認識 と工事進行基準 による認識 と
には大 きな差異が生 じることになる。
ところで,工 事完成基準による認識 については,プ ロジェクトの完了つまり請負工事の引渡事実
が認識時点 となることから,実 現主義の典型 とされる販売基準に適合する。 しか し,工事進行基準
による認識については,プ ロジェク トの進行(引 渡量ではなく決算 日における工事の進行度)に 応
じて認識を行 うため,そ れが発生主義に依拠 した処理であるという指摘がなされる卸。
つ まりこの場合,「実現」概念は,「収益の認識 一会計計上一にかかわる概念で,時 間的には,経
営活動において貨幣もしくは貨幣同等物 として結実す る特定時点 を示す概念」35)として用いられ,
「発生」概念は,「収益すなわち,あ らたな資産の企業への流入の原因である経営活動 にかかわる概
念であって,時 間的にみれば一連の継続的な概念」36)として考えられていることに特徴がある。 し
か し,蔦村剛雄教授が指摘 されるように,こ うした区別は極めて形式的な捉え方であって,「実現」
と 「発生」 との最 も重要な関係 は,測 定の確実性 と期 間的な経営活動の反映性 にあるのである3')。
あるいは,辻 山栄子教授が述べ るように,そ の背後には,処 分可能利益計算を中心とした伝統的な
収益認識プロセスの問題 と会計情報の拡充を目的とした収益認識プロセスの拡張化の問題が存在す
ると考えられるのである鋤。
は じめに指摘 した ように,今 日に至る企業会計 においては,収 益認識の基礎 となる 「実現」の捉
え方は様々である。それは企業会計の中心的利用 目的に応 じて強調 される利益の質が変化 し,計算
要素 となる利益の概念的把握お よびその認識に反映されるからにほかならない。我国では,資 金的
裏付けのない未実現利益の排除を目的とした収益の 「実現」が しば しば強調 される。
そ して,こ うした資金的裏付けを強調 した実現の捉 え方は,と りわけ我国の企業会計の特質 を反
一95一
映 して,商 法および税法規定 との関係 から各種財源 となる利益の処分可能性が重視 され ることに関
係がある。例えば,税 法は租税収入の確実な徴収を計算の基礎 とす ることから,長期請負工事 につ
いて,工 事利益が見込 まれるものについてのみ工事進行基準の適用 を認め,工 事損失が見込まれる
ものについては工事進行基準の適用を認めていない(法 人税法弟64条)。こうした点は,し ば しば
我国における収益認識の一つの特質として指摘 されることでもある。
一方,IASCは契約期間の長期性に配慮 した工事進行基準への一元化 を行 っている。 それは,
IASCの掲げる財務諸表の 目的が,経 済的意思決定 に有用 な会計情報の提供にあ り,よ り高い企業
業績の表示に注意が向けられているか らにほかならない。なぜなら,工事進行基準 は,工 事の進行
度に応 じた収益認識を指示するところから,工 事完成基準 に比べて業績指標性の高い利益 を報告で
きる。こうした意味でいえば,工 事進行基準への認識基準の一元化 は,相 対的に,期 間的経営活動
を反映する損益計算書の作成に重点が置かれたものとして考 えられる。
もっとも,こ の点を強調 して,IASCの工事契約収益の認識基準 を発生主義 を根拠 とした もの と
して決定づけることはで きないのではないであろうか。確かに,計 算技術的な面か らみれば,決 算
日における工事の進行度に応 じて認識 を行 う工事進行基準 は,発 生主義的な会計処理 として捉 えら
れるであろう39)。しか し,計算技術的特質がそのまま工事契約収益の認識基準 を支 える基礎概念 と
して理解 されるとした らそれは問題であろう。 もっと認識構造の本質的な点を考 える必要があろ
う。
本稿の認識構造の考察で述べたように,改 訂版MS11号における工事契約収益 の認識基準 には,
工事契約を裏付 けとした将来の経済的便益の高い流入可能性(蓋 然性)が 考慮されてお り,工事契
約形態別の原価または価値の信頼性ある測定 を前提 とした損失 リスクへの配慮 も行 われている。そ
の結果として,信 頼性ある工事結果の見積 りが可能な場合 には工事収益 を利益(処 分可能)と して
認識 し,見積 りが不可能な場合 には決 して利益(処 分可能)と して認識 しないのである。
こうしたことから考 えれば,IASCは工事進行基準への一元化を行 うことによって,期 間的な経
営活動ないし高い企業業績を損益計算書に反映性させることを試みているが,そ の工事進行基準へ






まず,本 稿では,工 事契約収益 の認識は,そ の会計処理の対象 となる工事契約取引その ものの特
殊性 に依拠するところが大 きいという点か ら,工事契約取引の特性 について明示 した。 ここで明 ら
かに した特性は以下の三点である。
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第一に,工 事契約取引は,特 別な工事契約交渉を前提 とした受注生産 を基本 としていることであ
る。この特性から導かれたのは,施 工者がどれほどの工事利益 を獲得できるか までは保証 されない
ものの,市場での販売 自体 はかな り高い程度に保証 されているということである。
第二に,工 事契約取引は,プ ロジェクト単位の取引を基本としていることである。この特性か ら
導かれたのは,損 益認識時点の決定に係わる会計処理の可能性,つ まりプロジェク ト単位で(プ ロ
ジェク トの完了を待って)損 益 を認識するのか,あ くまで期間単位で認識するのかとい う二つの会
計処理が可能であるということである。
第三に,工 事契約取引の大部分は,工 事契約期 間の長期性 とい う性格 をもつ ということである。
この特性は,そ の取引が工事契約取引であるのか否かを決定する本質的特性ではないが,損 益の認
識 とりわけ期間単位での認識の必要性 を示唆するということである。
次 に,本稿では,】ASCの工事契約収益認識基準の改訂経緯 を示す ことによって工事進行基準へ
の一元化 を明示 し,そ して,そ の改訂指針の一つ となった 「枠組み」 を取 り上げて,IASCの認識
構造 について検討 を行った。
IASCの概念的枠組み レベルでの認識構造は,各 構成要素の定義への合致 と 「将来の経済的便益
の可能性」お よび 「測定の信頼性」 という認識規準の充足を基本要件 としているということである。
両者は明確に区別 され概念的意義付けが行われ,ま た,結 び付けられることによって一連の認識 プ
ロセスを構成 している。
もっとも,IASCの認識 プロセスを実質的に規定するのは認識規準の充足にある。なぜな ら改訂
版IAS11号には,収益の定義 をそのままのかたちで取 り込んでおらず,最 終的には,二 つの認識規
準 によるテス トに帰着 してしまうか らである。 また,認 識規準 を具体的な基準 とする際にも不明確
な点が存在し,各IASの認識基準について同じ蓋然性の程度を求め,同 じ測定の信頼性 を求めてい
るのかは明らかではない。
ただ,改訂版IAS11号の規定 をみる限 りでは,蓋 然性規準が信頼性規準に包括 される構造 になっ
ている。 しか し,二つの認識規準の関係は,各IASによって異なるものであると考えられる。とい
うの も,工事契約取引は契約による裏付けをもつとい う点から,将 来の経済的便益の流入可能性は
高 く保証 されてお り,それほど厳格 な蓋然性のテス トは必要ではないと考えられるからである。つ
まり,改訂版IASll号で蓋然性規準が信頼性規準に包括 される構造になっているのは,工 事契約取
引の特性に合致した処理を設定する過程ですでに考慮 されてしまっていると考えることがで きる。
最後に,本稿では,工 事進行基準への一元化(工 事完成基準の排除)と その認識プロセス を包括
する基礎概念 との関係について検討を行 ってきた。 ここでの検討結果 としては,IASCの工事進行
基準への一元化は,収 益の認識概念 として発生主義 を根拠 とした,あ るいは発生主義への転換によ
るものとは考え難いとい うことである。
ただ し,この点についてはさらに検討の必要性を感 じる。本稿で,最 後に,こ うした工事進行基
準への一元化 と基礎概念 との関係について検討 したのは,IASCにおける工事契約収益認識基準の
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特質 を一層明らかにする意味 もあるが,さ らに,我 国会計規定へIASの導入を考える際の根本的な
異同点を明確化するという意図 もある。
つまり,IASに我国の会計規定 を一致させ ることを前提 として述べれば,改 訂版LA、S11号の規定
が工事完成基準を完全 に排除 したとしても実現主義と適合するのであれば,我 国の会計規定 は基礎
概念 レベルから見直す必要はなく,会計処理の部分的修正 によって事は足 りることになる。 しか し,
改訂版IAS11号の規定が実現主義以外の基礎概念に認識の基礎 をおいているとすれば,我 国の会計
規定は根本か ら検討 し直す必要が生じるのである。
こうしたIASの改訂については,各 国会計基準へのIASの導入ない し準拠 を前提 とした場合,
必ず しも容易な作業ではない。 しか し,企業会計の国際的統一化 を推進するといった】ASCの置か
れた立場 を考えれば,今 回のIAS11号改訂で,工 事契約収益の認識について工事進行基準への一元
化 を図 り一つの統一化の方向性を明確 に打ち出したということについては高 く評価できる。 ただし,
その改訂がいかなる基礎概念を根底にすえた ものであるのかとい う点 については,と りわけ我国会
計規定 と異なる基礎概念にその根拠を求める場合,IASの導入問題 を含めて一層慎重 な検討 および
意見の提示が必要であろう。
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